
【目的】
疾患特性や生体肝移植の可能性によるセルフケア獲得に関
する問題に介入するため『自己肝にて生存する思春期・青年
期胆道閉鎖症患者が自ら療養生活を整えていくための患者
と親へのケアガイド』を開発した。本研究の目的は、看護職
者によるケアガイドの活用で得た実践知から、ケアガイドの
有用性と継続的活用への課題を明らかにすることである。
【方法】
第1段階：ケアガイドを用いた看護実践
思春期・青年期胆道閉鎖症患者と親、計12名に、ケアガイ
ドに基づいて看護職者により、療養生活状況をアセスメン
トし、患者が療養生活を整える過程を支える一連のケア
を実施した。ケアは、外来診療時に12ヶ月間で1例あたり5
～12回行った。
第2段階：看護実践後のケア実施者へのインタビュー
第1段階終了後、ケアガイドを活用した看護職者にグルー
プインタビューを行った。主な質問は、ケアガイドの使用感、
対象者や看護職者自身の変化、日常業務への取り入れの
ための方略等とした。逐語録を作成し、質的分析により、
ケアガイドの有用性と継続的活用への課題に関する内容
を抽出し、類似性でまとめた。
所属施設、調査施設の倫理審査委員会の承認を得た。
【結果】
ケアガイドの有用性と継続的活用への課題について、看護
職者3名の実践知から4カテゴリーを生成した。
臨床現場での継続活用について［患者の生活調整への効
果実感vs肝移植の可能性・親子関係への介入困難］［スタ
ッフの意識改革vs業務ひっ迫による制約］［スタッフの意
識改革を背景にした他部署連携vs組織への浸透不足によ
る介入の中断］［ケアガイド活用に有効なチームビルドvs
チームの継続・拡大の負担感］という、対になった有用性
と課題が明らかになった。
有用性を増大し、課題を解決していくため、患者・家族と
の目標設定のオープン化、発達段階を基準とするより早期
の介入、病院システムとの連動等の方略が挙げられた。
【結論】
多忙な臨床現場でのケアガイドの継続活用には、業務時
間・量、活用するスタッフの勤務調整等の現実的な課題解
決が必要であった。また、医師を含むチームビルドや病院
システムへの導入を視野に、ケアを担う看護職者だけでな
く、組織全体に対して有用性を示す方略により、ケアガイ
ドが“良い・有効”の評価に留まらず“使える・使われる”
という実装アウトカムに繋がる可能性が確認された。
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【目的】
初めて重症心身障がい児の在宅レスパイトケアを行う訪問
看護師への教育的な資料（題名「訪問看護師のための重症
心身障がい児（以下、重症児）の在宅レスパイトケアのエッ
センス」（以下、教育資料）を評価し、課題を明らかにする。
【方法】
2023年12月～2024年2月にアンケート調査を行った。発表
者らの先行研究をもとに開発・作成した教育資料を、研究
協力施設77施設に3部ずつ送付した（合計231部）。教育資
料は、4つの大項目（「重症児を預かる前に慎重に準備をす
る」「現場で臨機応変に対応する」「重症児の日常に溶け込
み継続する」「養育者との信頼関係を構築する方法」）に沿
って合計34項目の内容で構成した。質問の内容は、4つの大
項目の①利用のしやすさ（「閲覧のしやすさ」「わかりやす
さ」）、②情報の充実度（「教育内容として適切か」「必要
な情報が網羅されているか」）、③フォントやイラストについ
てである。5段階（5.非常にそう思う、4.そう思う、3.どちらで
もない、2.そう思わない、1.全くそう思わない）で回答を求め、
否定的な回答に対しては自由記述で意見を求めた。
【倫理的配慮】
研究者の所属する学長の承認を得て（医第174号・
RRB23-040）実施し、研究対象者へ参加は任意であること
を文書にて説明し、アンケートに欄を設け同意を確認した。
【結果】
52部の返送があり（回収率22.5％）半分以上が無回答で
あった1部を除く51部を分析対象とした。対象者の平均年
齢は46.3歳（±9.2）、重症児ケアの経験年数の平均は7.6
（±8.4）年であった。所属するステーションの平均看護師
数は5.8人であった。4つの大項目の上記①②③の評価は
平均3.55～4.45（最良値 5）と概ね肯定的な評価であった。
しかし、「現場で臨機応変に対応する」という大項目の評
価平均値が最も低く、その理由は「情報不足で自信を持っ
て看護に行けない」と記載されていた。
【考察】
重症児の在宅ケアは個別性が高く、身体機能の特徴から
常に容態が急変する可能性がある。小児のケアに関して
経験の浅い訪問看護師が、「臨機応変に対応する」ことに
つながる具体的な教育内容を検討する必要がある。
【結論】
利用者のニーズが高い重症児の在宅レスパイトケア事業
の担い手を増やすため、具体的で実践に活かせる内容を
含んだ資料の改良を重ねたい。
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　1型糖尿病は希少疾患の一つであり、診断時（発症）
年齢の分布では、幼児期と10～13歳（学童期・思春期）
にピークがある。発症年齢のピークとなっている学童期・
思春期の1型糖尿病をもつ子どもが学校生活を送る中で
抱える課題として、友人の目を気にしながらインスリン注
射や補食をトイレで行う、血糖測定を面倒と考え低血糖
を我慢する、周囲の人に病気を話すことについての葛藤、
特別扱いされることに嫌悪感を抱く、病気に対する偏見
によりいじめられた経験がある等がある。
　1型糖尿病患児は、外見では医療的なケアが必要であ
ると分かりづらく、必要な支援を受けにくく、学校生活に
おいて前述したような課題を抱えやすい。しかし、1型糖
尿病患児にとっても、生活の主軸となる学校生活におい
て必要な支援を受けながら教育を受けることは当然の権
利である。
　そこで、本研究では、1型糖尿病患者の学校生活にお
いて必要としている支援を明らかにし、患児のQOLを高
めるための支援について検討することを目的に、学校生
活を終えた30歳代の1型糖尿病患者2名を対象に半構造
化面接を実施し、質的帰納的に分析を行った。分析の結
果、1型糖尿病の子どもに対する学校支援の現状は、
【医療的ケアが必要な生徒への教員の理解と支援】【教
員の１型糖尿病への理解を深める医療者からの働きか
け】【学校生活を過ごしやすくするための家族からの働
きかけ】【１型糖尿病に対する友人の理解と支え】の4カ
テゴリー、学校生活において期待する支援は、【良好な
血糖コントロールを保つための支援】【疾患への正しい
理解】の2カテゴリー、学校生活の中で感じる課題は、
【学校で処置を行うことへのわずらわしさと抵抗感によ
る血糖コントロールの難しさ】【病気への否定的な感情】
【友人は病気を持っている気持ちを理解してくれないと
いう先入観】【支援を受けるために患者に求められるこ
と】の4カテゴリーが抽出された。学校、医療者、家族の
三者の患児に対する支援への共通理解と方針の一致が
患児の学校生活を過ごしやすくすることへとつながって
いた。周囲の支援や理解、受け入れが、患児自身の疾患
の受け入れ、共に生きていこうという気持ちの手助けに
なっていた可能性もあり、患児の学校生活を支えるため
に今後も多角的な支援が重要であると考える。
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【目的】
小学校で医療的ケア児に関わる学校看護師が勤務を継続
するプロセスを明らかにし、結果から勤務を継続する要因
について検討する。
【研究方法】
歴史的構造化ご招待（HSI）に基づき、医療的ケア児が在
籍する小学校に2年間勤務した学校看護師1名（以下、A
氏）に、大学倫理委員会の承認を得てインタビューを行っ
た。インタビューは、小学校に就業してからの経験につい
て、大変だったことや有意義だったこと、勤務を続ける際
に助けになったことを、ライフライン法を用いて時間の経過
と流れに添って振り返りながら語ってもらった。研究協力
者である学校看護師と研究者、双方の見方を融合させて
分析結果を導き出すため、1回約1時間のインタビューを合
計3回行い、2回目以降はインタビュー結果をもとに作成し
たモデル図を用いて行った。その内容を複線径路等至性
アプローチ(TEA)で分析し、学校看護師の経験プロセス
やその影響要因をTEM図で示し、個人領域と社会領域に
働く文化的な力である「社会的諸力」を明らかにし、勤務
を継続する要因について検討した。付記：本研究はJSPS
科研費（23K09910）の助成を受けて実施した。
【結果】
A氏のインタビューをTEAで分析し、等至点(EFP)を[学校
看護師を続ける]としたTEM図を作成した結果、[児の卒
業まで関わって健康を維持させたい]が2nd-EFPであった。
必須通過点(OPP)は[児の入院で欠勤するように言われる
]、[児との関係性の深まり]、[教育の効果および児の成長を
感じる]であった。社会的助勢(SG)は[担任との関係性の良
さ]、[校長が看護師の雇用を守るよう市教委に掛け合う]、
[学校看護師グループチャット]であった。個人的助勢(PG)は
[学校の中に入れた喜び]、[勤務が3ヶ月継続していない]、[3
年先を見据える機会]、[自分ができることをしよう]、[児の
成長を見守りたい]であった。個人的方向づけ(PD)は[学校
看護師の仕事がわからない]であった。
【考察】
就任1年以内の社会的諸力に着目した勤務継続要因とし
て、A氏自身の子育て経験から「学校」という組織への
強い関心によるPG[学校の中に入れた喜び]が考えられた。
PD [学校看護師の仕事がわからない]がSG[学校看護師グ
ループチャット]とつながる力となり、就任2年目以降の
OPP[教育の効果および児の成長を感じる]経験を支えるに
至っており、A氏のPGだけでなくPDが社会的な資源とつ
ながる力および契機となっていたと考えられた。
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